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人事評価見直し問題
たった1ヶ月弱で合意を迫る当局！職員の納得は必要ないのか？！
なぜ時間をかけて議論を尽くし、職員が納得し、人材育成に寄与するものにしないのか？
　８月７日、当局は右記のとおり、人事評価の見直しについて提案しました。
自治労県職労の見解

人事評価は人材育成のため

　神奈川県における人事評価制度は、「人材育成のための仕組み」として、職員の人材育成に資するために、職員の納得性、公平性などを得ることを労使ともに重視してきました。
　評価の結果が一時金や昇給に反映されることから、職員の理解と納得が得られる制度でなければ、到底人材育成に資することはできないからです。
　制度を作るところから、労使で時間をかけて議論し、労使ともに納得できる内容を作り上げてきました。
　ところが今回は突然、8月に見直しを提案し、「今年10月から評価期間に入りたい」というものです。これでは当局が評価者に周知する期間から逆算すると、8月中に妥結しなければなりません。
　この1月弱で職場からの意見を集約し、議論し、交渉で議論を尽くすのは物理的に困難です。当局は事実上「異論を認めない」という強圧的な態度だと言わざるを得ません。
　自治労県職労は特に「中堅職員の業務マネジメント力を評価」「子育て等をサポートする職員を評価」については、職場実態を踏まえた十分な交渉が保障されない限り、人事評価の見直しには同意できません。
当局提案の問題点
〇中堅層職員の業務マネジメント力の評価
・交渉で当局は、中堅職員のマネジメント力評価の理由を、「ＧＬ級の時間外が多く、負担を軽減するため、業務の取りまとめ、進行管理を中堅層に行わせる」「中堅層職員の仕事を若手に担わせ、やりがいをもたせるため」と強調しました。
・しかし、ＧＬ級職員の負担軽減は、人員増や業務の見直しなど、当局の責任で行うべきもので、中堅層職員に業務を下ろすことではありません。
・当局の説明で大変違和感があるのは、職場の構成が「やりがいのある難しい業務を行う中堅職員」と「やりがいの乏しい簡易な仕事をする若手職員」が固定的に分離して存在しているという前提です。
・そんな職場は現実的にどこにあるのでしょう？新採用職員でも3年目にもなれば、1年目、2年目の経験と指導を踏まえて、重要で複雑な仕事を担っている職員はたくさんいますし、それをできるようにすることが人材育成ではないでしょうか。

・一方、主査や副主幹でも、畑違いの部署で初めて行う仕事を担当する場合は、1年目は自分の仕事で手一杯であり、そんな職員のマネジメント能力まで評価することは大変酷な話です。

・また当局は、「今後中堅層職員にマネジメントの研修を行う」としていますが、マネジメント能力を養う前に評価を行うことは本末転倒です。
・中堅層職員の業務マネジメント力を育成するならば、「人事評価ありき」ではなく、人員や制度など必要な環境を整備し、研修等の育成プログラムを実施することが先決ではないでしょうか。

〇育児等をサポートする職員の評価
・育児・介護を担う職員が気がねなく休める環境を作るのは雇用者たる当局の責務です
・育児・介護職員への支援を一般職員の評価に入れるということは、当局責任を放棄し、職員に責任を転嫁するものと言わざるを得ません。
・交渉で当局は、「育児休業等の欠員を生じさせないよう人員配置が基本だが、短期等で埋まらない場合はチームとして補い合う」と説明しています。
・しかし、数年前までは100人台だった欠員が現状では500人に迫る勢いであり、それどころか以前は全て臨任等で一時的に補充していましたが、現在では補充できていない完全欠員が100人以上いる中で、当局の「穴をあけないよう」というのは全く信用できません。

・今の人事課は職員同士で助け合う風土がなく、評価されなければ隣の人のフォローもしない職場なのかもしれませんが、多くの職場は、当局に言われるまでもなく、職員同士でフォローしあっています。そうした職員に報いる気が本当にあるのならば、まず人事課の本来業務である欠員補充を行うべきです。
・普段は支え合っている職場でも、たまたま自分の業務が多忙のためにフォローできない職員は評価の対象とならず、職場に分断を生みかねません。

・また、たまたま子育て等で休む職員のいない職場の職員は、この項目の評価を得られないため、業務上は何の問題もないにもかかわらず、相対的に低い評価となってしまいます。
・そもそも職務能力とは無縁の「サポート」を人事評価に入れること自体も誤りです。

・どうしても人事評価を入れたければ、職員の善意に甘え、欠員補充という自身の業務を達成しない、総務局長、組織人材部長、人事課長の評価を、欠員1人当たり1ポイント減点評価してはいかがでしょうか？

・職員間に分断を持ち込む人事評価ではなく、子育て等を行う職員が気がねなく休め、フォローする職員に報いるためには、人員確保等の体制整備が第一です。

　自治労県職労は、現場の職員が納得するまで交渉を続けます。ご意見、ご要望を自治労県職労事務局までお寄せください。
人事評価見直しの視点


⇓

基準となる「行動例」の見直しイメージ
	項目
	管理監督者
	中堅職員
	若手職員

	能力
	・人を育てる基礎知識を有する
・士気を高めるため、組織のビジョンや目標を共有・発信している
	・一定範囲の業務について、取りまとめ、進行管理、助言、調整などを的確に行っている
	

	意欲
	・誰もが安心して意見・議論できる職場環境づくりに取り組んでいる
	
	

	実績
	・意欲等に応じて部下にチャレンジさせ、仕事への貢献意欲を高めた
	・円滑な業務遂行のため周囲と協力し、補うなど組織目標の達成に寄与した

	
	⇓
	⇓

	ねらい
	・人材育成を意識したマネジメントで職員の働きがい・成長実感を向上
	・業務の中心を中堅職員に据えて、チームで業務を遂行し、ＧＬ級職員はマネージャーへシフト



人事院は８月８日、人事院勧告・報告を行いました。

給 与 勧 告 の 骨 子
【月例給】官民較差：11,183円（2.76％）を用いて引上げ改定《令和６年４月１日実施》
○民間給与との較差を解消するため、俸給表を引上げ改定〔内訳：俸給 9,836円 寒冷地手当 80円 はね返り分1,267円〕

○採用市場での競争力向上のため、初任給を大幅に引上げ（給与制度のアップデートの先行実施）

・総合職(大卒) 230,000円（＋14.6％[＋29,300円]） 
・一般職（大卒） 220,000円（＋12.1％[＋23,800円]）
・一般職（高卒） 188,000円（＋12.8％[＋21,400円]）

※ 本府省採用の場合、【総合職(大卒)】 284,800円 【一般職(大卒)】 271,200円

○若年層に特に重点を置きつつ、おおむね30歳台後半までの職員に重点を置いて、全ての職員を対象に全俸給表を引上げ改定

【一時金】0.10月分引上（年4.50月→4.60月）

○期末手当及び勤勉手当の支給月数をともに0.05月分ずつ均等に配分
[実施時期] ：2024年4月1日

	
	
	６月期
	12月期

	24年度
	期末
	1.225月（済）
	1.275月（現行1.225月）

	
	勤勉
	1.025月（済）
	1.075月（現行1.025月）

	25年度
	期末
	1.25月
	1.25月

	
	勤勉
	1.05月
	1.05月


【地域手当】支給地域単位を大くくり化
　神奈川県：12％
　横浜市・川崎市・藤沢市・厚木市：16％

【扶養手当】配偶者手当を廃止し、子を増額
	扶養親族
	現行
	2025年度
	2026年度

	配偶者
	7級以下
	6,500円
	3,000円
	廃止

	
	8級以上
	3,500円
	廃止
	

	子（一人毎）
	10,000円
	11,500円
	13,000円


【通勤手当】
○通勤手当の手当額を大きく引上げ

・支給限度額を15万円に引上げ

・新幹線等の特別料金も支給限度額の範囲内で全額支給

○通勤手当･単身赴任手当の支給要件を拡大

・採用時から新幹線等に係る通勤手当や単身赴任手当の支給を可能に

・育児､介護等の事情により転居した職員にも新幹線等に係る通勤手当の支給を可能に
【再任用職員への手当支給】
○定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に異動の円滑化に資する手当を新たに支給

・地域手当の異動保障等

・研究員調整手当

・住居手当

○各手当の支給額は一般の職員と同様

※官民較差の額11,183円は、平成3年の11,244円以来、33年ぶりの水準。官民較差の率2.76％は、平成４年の2.87％以来、32年ぶりの水準

（１）人を育てる管理監督者をより評価


（２）中堅職員の業務マネジメント力を評価


（３）子育て等をサポートする職員を評価


　◆育児・介護・病気療養中の職員などの業務をサポートした職員を評価





職務を通じて働きがいや成長を実感できる、人を育てる組織へ


「オール県庁」で支え合う組織へ





2024人事院勧告








